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 本論文 は, FRPシ ー トを用 いた既設RC構 造物 の合理的な曲げ補強設計法確立のための基礎資料を

提供す ることを目的 として, AFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 の静載荷実験結果を用 い, シー トの剥離性

状 を含 むRC梁 の曲 げ耐荷性状を検討 した ものであ る. 検討の結果, 1)実 験で は主鉄筋降伏後断面分

割法に基づいた計算終局時の変位 よ りも小 さな変位で シー トが剥離 し終局 に至 る場合 と, 計算終局時の

変位を上回 った後に シー トが剥離 し終局 に至 る場合 があ る;2)こ れらの破壊形式 は主に等せん断力区間

にお ける主鉄筋の降伏領域 とせん断スパ ン長の比に依存す る, 等を明らかにしている. また, 本検討結

果 を基 にAFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 の破壊形式の推定法を提案 している.
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1. は じめに

 平成7年 に発生した阪神 ・淡路大地震を教訓にし

て鉄道 ・道路橋橋脚等の既存鉄筋コンクリート (R

C)構 造物を対象 とした耐震補強工事が各地で盛ん

に行なわれている. 構造物の補修 ・補強工事には, 

古くから樹脂注入法, RC増 し厚工法や鋼板接着工

法が用いられている. しかしながら, 鋼板やコンク

リー トを用いる場合には, 1)重 量が重 く施工性が

悪いこと. 2)補 強によって構造物の重量が増加す

ること, 3)鋼 板の場合には錆が発生すること, 等

未だ検討すべき課題が残されている. このような状

況下, 軽量で施工性に優れかっ高強度を有する炭素

繊維やアラミド繊維等の新素材を用いた連続繊維シ
ー ト(以後, FRPシ ー トあるいは単にシー ト)を接

着する工法が考え出され, 昭和63年 頃から室内実

験 とともに実構造に適用されている1)認). この工法

は, 阪神 ・淡路大地震を契機に益々注目を浴び, 現

在RC部 材のせん断補強やRC橋 脚の靭性能向上

性, あるいはRC部 材の曲げ補強に関する合理的

な補強設計手法確立のための研究が盛んに行なわれ

ている4)～8). また, 最近この成果がコンクリート構

造物の補修補強指針として土木学会から出版されて

いる9). この中で, RC部 材の曲げ補強問題に限定

して考えると, RC部 材はシー ト破断のほか剥離に

よって終局に至ることも想定されることから, シー

トとコンクリー トとの付着性状に着目した研究項 目

が多く示されている.

FRPシ ー トとコンクリー ト間の付着性能評価法

としては, 断面中央部に軸方向筋を配置した2っ の

コンクリー トブロックの両側面にFRPシ ー トを接

着し, 軸方向筋を介 してFRPシ ー トに付着力を作

用させる試験法(以 後, 二面せん断付着試験法)が

多く採用されている10)～16). この試験法は荷重の作

用方向とシー トの接着面が平行であることより, 主

に面内力の作用によってシートが剥離する場合を想

定して考案されたものであると推察される. 

 一方, Buyukozturk and Hearing 17)や岳尾ら18)は, 

FRPシ ートで曲げ補強 したRC梁 の静載荷実験結

果より, 終局時に載荷点近傍部に曲げひび割れと斜

めひび割れが介在 して下縁かぶり部のコンクリー ト

がブロック化し, そのブロック化されたコンクリー

ト片によってシー トが下方に押 し下げられるピーリ

ング作用によって剥離に至 る可能性のあることを指
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摘 している. 著者らも同様の静載荷実験を行い, シ
ー トがピーリング作用によって剥離 し, RC梁 が終

局に至ることを確認 している19)～21). これらの実験

結果は, FRPシ ー トを用いてRC梁 を曲げ補強す

る場合のシー トの付着応力や必要付着抵抗長を上述

の二面せん断付着試験法のみを用いて算定 ・評価す

ることが必ずしも合理的ではないことを示唆 してい

る. また, FRPシ ー トが補強目的に応 じて面内力

のみならず曲げひび割れや斜めひび割れ, 変位曲率

等の影響を受けて剥離に至 る可能性があることより, 

シー ト接着によるRC部 材の曲げ補強設計手法は, 

部材レベルでの実験のもとに確立されなければなら

ないものと判断される. 

 上述のように, RC梁 の曲げ補強問題を対象とし

たシー トの剥離挙動に関する実験結果は種々報告さ

れているが22)～26), 補強設計を行 う上で重要な断面

寸法, 主鉄筋比, シー ト補強量や補強範囲等の各設

計パラメータとシー トの剥離性状に関する詳細な検

討結果は未だ報告されるに至っていない. 著者 らも

これまで: FRPシ ー トを用いたRC梁 の曲げ補強問

題に関する実験を数多 く実施してきた19)～21), 27), 28)

しかしながら, 載荷点間隔, シー ト補強量, シー ト

の接着範囲等の実験パラメータを聡っの変数に限定

して検討を行っているのみで, 補強設計を前提とす

る設計パラメータを用いた検討は行っていない. 

 本論文では, このような観点から, FRPシ ー ト

を用いたRC梁 の合理的な曲げ補強設計法を確立す

るための基礎資料を提供することを目的 として, 著

者らが過去に実施 した主鉄筋比, シートの体積補強

割合, せん断スパン比等のパラメータに着目した実

験結果を整理し, 各パラメータによるシー トの剥離

性状の差異を含むRC梁 の曲げ耐荷性状にっいて論

じている. 

 本研究では, シートの剥離性状を断面分割法を用

いて得られる荷重一変位曲線や, 各荷重レベルにお

けるシー トのスパン方向ひずみ分布を実験結果 と比

較することによって検討を行 うこととした. 検討の

結果, 実験結果は主鉄筋降伏後シートの剥離に伴う

剛性低下が進行 し計算終局時よりも小さな変位分布

状態で終局に至る場合と, 計算終局時の変位分布よ

表 一1 試験体一覧

-F: 等曲 げ区間無付着 の試験体, *: 1点 載荷試験体
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りも大きな変位分布状態を示 した後に上縁 コンクリ
ー トの圧壊 とシートの剥離により終局に至る場合が

あることや, これらの破壊形式が等せん断力区間に

おける主鉄筋の降伏範囲の大きさとせん断スパン長

の比に依存 していること等を明らかにしている. な

お, 土木工学分野ではRC部 材の補強用連続繊維

シー トとして主に炭素繊維製(以 後, CFRP)シ 一

トとアラミド繊維製(以 後, AFRP)シ ー トが用い

られている. しかしながら, 両者の軸剛性が同程度

の場合には両者類似の付着特性を示すことが実験的

に明らかとなっていることより例えば27),28)その詳細

は参考文献に譲ることとし, 本研究では全てAFRP

シー トを対象とすることとした. 

2. 実験の概要

(1)試 験体名および試験体の製作

 表一1に は本実験に用いた試験体を一覧にして示

している. 表には実験に用いた 各RC梁 の試験体

名, 断面の形状タイプ, 主鉄筋の呼び径, 純スパン

長l, 主鉄筋比pt, シートの補強枚数および幅, シ
ートの体積補強割合pf, せん断スパン比T(=α/d, 

a: せん断スパン長, d: 梁の有効高さ), および土木

学会コンク 一ト標準示方書29)(以後, 示方書)に

規定されているコンクリー トや鉄筋の応カーひずみ

関係およびAFRPシ ートが破断ひずみまで有効か

つ線形弾性であるとの仮定の下に断面分割法より算

出される補強後の曲げ耐力 と, シー トの剛性を無視

し示方書に基づいて算出されるせん断耐力より評価

したせん断余裕度 αを示している. 表中, 試験体

名欄の最初の英文字は梁の断面形状タイプを表して

いる. このうち, 断面タイプA試 験体の場合には

主鉄筋比ptの 小さい順に数字を付記することで試

験体を区別している. 第2項 目のRに 付随する数

値はせん断スパン比を丸めた値であり, 2捨3入, 

7捨8入 で0. 5き ざみで示している. ここで, 数値

の右肩の*印 は他の全ての試験体が2点 載荷である

のに対 して, 1点 載荷であることを示 している. 第

3項 目の値はシートの体積補強割合を%。 単位で示

している. なお, 試験体名末尾の-Fは 等曲げ区間

のシー トを無接着としていることを示 している. 

 実験は, 梁の有効高さ, 主鉄筋比, シー トの剛性, 

およびせん断スパン比の影響を検討するため, 断面

形状タイプ4種 類, 主鉄筋比5種 類, シー トの体積

補強割合6種 類, せん断スパン比8種 類から構成さ

れる組み合わせに対 して実施 した. 特にA試 験体

の場合には載荷点間隔を50cmと 一定にし, せん断

スパン比を最大6.9か ら3.1ま で変化させているこ

とより, 純スパン長 も対応 して3.4mか ら最小1.8

mま で変化させている. D試 験体の場合には, 等

曲げ区間の影響を検討するために, せん断スパ ン比

を同一 として載荷点間隔をOcm, 40 cmと 変化させ

ている. また, 等曲げ区間のシー トを無接着状態 と

した試験体(A2-R3/R5-1-F)は, 等曲げ区間におけ

るシー トの接着の程度がRC梁 の曲げ耐荷性状に

与える影響を検討するために用意されたものである. 

なお, 表中のせん断余裕度αはせん断耐力を補強後

の曲げ耐力で除 した値であり, α<1.0お よび α>

1.0は それぞれRC梁 が設計時にせん断破壊, 曲げ

破壊で終局に至ることを意味している. 本試験体は, 

全て α>1.0で あることより, 設計的には全て曲げ

破壊で終局に至ることがわかる. 

(2)試 験体の形状寸法および配筋状況

 図一1に は表一1に 示 した断面タイプA～D試

験体の形状寸法, 配筋状況および載荷点位置を示 し

ている. 各試験体の純スパン長は載荷点位置および

せん断スパン比によって変化 しているが, 最大 が

Am-R7の3.4 mで あり, 最小がAm-R3の1.8 m

である. ここで, m=1, 2, 3で ある. 断面形状(幅

×高さ)はA, D試 験体で15×25(cm), B試 験体

で15x18(cm), C試 験体で15×40(cm)で ある. 

また, D-R7.5*, -R7.5試 験体の場合は, せん断耐力

のコンクリー トおよび主鉄筋分担分が補強前の曲げ

耐力よりも十分大きいことより, せん断補強筋を配

筋していない. なお, いずれの試験体 も軸方向鉄筋

の定着長を節約するために両端面に9mm厚 の鋼

板を設置しこの鋼板にこれらの鉄筋を溶接 している. 

(3)AFRPシ ー トの接着方法および測定項目等

 図一2に はRC梁 底面のAFRPシ ー トの接着状

況およびひずみゲージの貼 り付け位置を示 している.

図には, A～C試 験体の一例 としてArn-R5試 験

体, D試 験体の一例 としてD-R7. 5試 験体の補強概

要を示 している. 図に示 しているように, 各試験体

底面には全て一方向のAFRPシ ートを接着している. 

本実験で用いたAFRPシ ー トは全て単位面積当た

りの連続繊維の質量(繊 維目付量)が4159/m2, 保

証耐力が600kN/mで あり, シー トの接着幅は梁幅

15cmに 対 して, A～C試 験体の場合には13cm, D

試験体の場合には8cmで ある. なお, シート接着

部のコンクリー ト表面処理方法に関しては, ディス

クサンダー処理に比べてチッピング処理等による表

面の異形化が効果的であることが明らかとなってい

る23),27),30). これより, 本実験では全てのRC梁 に対
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図一1 試験体の形状寸法, 配筋状況および載荷点位置

(a)A試 験体(m=1, 2, 3)

Am-R7試 験体

Am-R5試 験体

Am-R3試 験体

(b)B試 験体

B-R7.5試 験体

(c)C試 験体

C-R3試 験 体

(d)D試 験体

D-R7.5試 験 体

D-R7.5試 験体

D-R5.5試 験体

D-R5.5試 験体
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して シ ョ ッ トブ ラス ト処理(処 理 深 さ1～2mm程

度)を 施 し, コン ク リー ト表面 の異形 化 を図 る こ と

とした.

 AFRPシ ー トの接 着 工程 を示 す と, 1)RC梁 底 面

に シー ト接 着 部 の寸法 取 りを行 い, その部分 に対 し

て シ ョッ トブ ラス ト工 法 に よ り表 面処 理 を行 う. 2)

掃 除 機 を用 いて接 着面 に付 着 して い るダス トを吸 い

取 る. 3)下 地 処理 として プライマ ー を塗 布す る. 本

研 究 で は, コン ク リ一 ト面 の プ ライマ ーの吸 収性 が

高 い こ とよ り, プライマ 一 を2度 塗 りす る こ ととし

た. 4)プラ イマ 一乾燥 後, 含浸 ・接 着用樹 脂 を塗 り

その上 に シー トを載 せ脱 泡用 ロー ラー を用 いて シー

トが コン ク リ一 ト面 に密 着す る よ うに して接着 す る. 

5)シ ー ト接着 後, 10日 以上気 中養 生 させ, 触 感 に

よ り粘 着感 がな い こ とを確 認 す る, で ある, なお, 

汁F試 験 体 の 場 合 に は等曲 げ区 間 の シ一 トを無 接着

状 態 とす るため, この部 分 に は シ ョッ トブ ラス ト処

理 を施 さず, かっ シー ト接 着 時 に ビニ ール シー トを

用 い て被覆 し, シー トとコ ンク リー トとの接着 を絶

つ こ と とした.

 接着された各AFRPシ ート上には, 各荷重レベ

ルにおけるシー トのひずみ分布を求めるためにゲー

ジ長10mmの 箔ひずみゲージを1ocm間 隔お よび

載荷点直下位置に貼 り付けている-な お, 主鉄筋の

ひずみ分布に関 しては, 1)接 近して多 くのひずみ

ゲージを貼 り付けることにより, 鉄筋とコンクリー

トの付着を損なう可能性があること, 2)コ ンクリ
ー トのひび割れ部における鉄筋ひずみが局所的に大

きい値を示すことより, 鉄筋に貼 り付けたひずみゲ
ージの出力を用いてその弾性状態から塑性状態まで

のひずみ挙動を適切に評価することは困難であるも

のと判断 した. 従って, 本研究では鉄筋ひずみを測

定せず. 実測のシー トひずみと断面分割法による解

析結果を考慮 して評価することとした. 

 実験は, スパン方向に集中荷重, 梁幅方向に満載

等分布状態になるように, 直径45mmの 鋼棒を用

いた載荷治具を製作し, それをRC梁 試験体の中

央部に設置 して, 油圧式 ジャッキ(容 量500kN)に

より荷重を作用 させ実施している(写 真-1参 照). 

 測定項目は, 載荷荷重測定用 ロー ドセル出力, シ
ー ト上に貼 り付 けたひずみゲージ出力および梁各点

に設置 した変位測定用の非接触式レーザ変位計出力

(本検討では, 中央点の変位のみを用いている)で

ある, これらの出力は連続的にデジタルメモリ一に
一括記録し, 各物理量に変換している. 

(4)材 料の力学特性および断面分割法の仮定

 表一2, 3お よび4に は, それぞれ実験時に実施

したコンクリ一 ト, 鉄筋およびAFRPシ ー トの材

料試験より得られた力学的特性値の一覧を示 してい

る. 前述の表一1に 示されているせん断余裕度 α

は, 全てこれらの力学特性に基づいて算定 している.

すなわち, 曲げ耐力は, 1)コンクリートおよび鉄筋

図 一2 AFRPシ ー トの接着状況の概要 とひずみゲー ジ貼付位置

(a)Am-R5試 験体(m=1, 2, 3)

(b)D-R7.5試 験体

写 真-1 実 験 状 況(A2-R5-1試 験体)
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の応カーひずみ関係を各材料の力学特性を参考に示

方書に準拠 して設定 し, 2)圧 縮ひずみが3, 500μ

に達 した時点でコンクリー トが圧壊するものと仮定

し, 3)AFRPシ ー トの応力一ひずみ関係を, シー

ト破断まで応力が線形に増加 しかっシー トが破断ひ

ずみまでRC梁 底面に完全接着された状態にあるも

の と仮定して, 断面分割法によって算定している. 

なお, 本実験に用いた鉄筋は, 材料試験結果の応カ
ーひずみ関係より全降伏後2%ひ ずみ程度まで降

伏棚領域にあることを確認している. 従って, 示方

書に規定されている鉄筋の物性モデルは, 降伏後の

硬化特性が考慮されていないものの, FRPシ ート曲

げ補強RC梁 の計算終局時の鉄筋ひずみがシー トの

破断ひずみである1.89%よ りも大きくなり得ない

ことを考慮すると, 本研究のモデル として十分適用

可能であるものと判断される. 計算の結果, 本研究

で用いられている試験体は, C-R3-0.6試 験体を除

き, 全てシー ト破断する前に上縁コンクリー トの圧

壊により終局に至ることが明らかとなっている. 一

方, せん断耐力は, シー トの剛性を無視しコンクリ
ー トおよび鉄筋の力学的特性を用いて, 示方書に準

拠 し算定している. 

 また, 以後の計算結果の荷重一変位曲線, AFRP

シー トのひずみ分布, 主鉄筋の降伏領域等は全て上

述の仮定に基づいた断面分割法を適用することによ

り得られたものである. なお, 本研究のように, RC

梁をAFRPシ ー トで曲げ補強する場合には, シート

の補強効果によってひび割れ幅の成長がシー トの破

断伸び以下に抑制されることより, 最大荷重時近傍

まで平面保持仮定が成立するものと考えられる. 従

って, 最大荷重時近傍までの梁の変位曲線は断面分

割法を適用することにより適切に評価可能であるも

のと判断 した. 断面分割法の計算は安定した解が得

られるように断面高さ方向の1要 素長を約5mmと

して行っている. また, スパン中央点変位はスパン

方向の1要 素長を100mmと し, 前述の断面分割法

による出力結果を用いて各載荷荷重レベルのスパ ン

方向曲率分布を求め, 弾性荷重法を援用 して算出し

ている. 図-3に は主鉄筋降伏時および終局時にお

けるスパン方向曲率分布の一例を示 している. 

3. 実験結果および考察

 実験では, 全試験体がAFRPシ ートの剥離によ

って終局に至っている. 以後の議論では, シートの

剥離挙動がどの時点からどのような作用によって開

始しているかに着目して曲げ補強後のRC梁 の破壊

形式を分類 し, その妥当性を各項目ごとに検討する

こととする. また, 各破壊形式に対する影響因子を

特定し, その予測法を提案することとする. 

(1)シ 一 トを全面接着した場合の荷重一変位曲線

 ここでは, 実験パラメータとして主鉄筋比Pf, せ

ん断スパン比 γ, シー トの体積補強割合pを 取っ

て一連の実験が実施されているA試 験体を対象に, 

実験結果の荷重一変位曲線を計算結果 と比較するこ

ととする. 図一4に は, 各A毎 に3種 類の共通な

Tに 対する荷重一スパン中央点変位(以 後, 単に変

位)曲 線の比較図を示している. 図中, A2試 験体に

関してはPfが1臨 と2%。の場合について示してい

る. また, 横軸, 縦軸には変位および載荷荷重を取

って整理 しているが, 実験値, 計算値 ともそれぞれ

の主鉄筋降伏時の荷重Py, 変位 δ を用いて無次元

化している. これは, AFRPシ ー トの補強効果が主

鉄筋降伏後に顕著に発揮されることを考慮し, 各試

表 一2 コンク リー トの力学的特性

表一3 鉄筋 の降伏強度(単 位: MPa)

表一4 AFRPシ ー トの力学的特性

図一3 スパ ン方向曲率分布の一例(A2-R5-1試 験体)

主鉄筋降伏時

終局時
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験体に関する特性を同一の尺度で比較することを可

能にするためである. なお, 表一5に は, 参考のた

めに各試験体のPy, δyに関する実験および計算の結

果と両結果の比を一覧にして示 している. ここで, 

計算結果のPy, δ は荷重-変 位曲線の勾配が急変

する時点の値 となる. 従って, 実験結果のP, δ

は, 荷重一変位曲線が計算結果と同様の性状を示す

ものと仮定し, その勾配急変点における値を採用す

ることとした. また, 図図5に は無次元化前の荷重
一変位曲線に関する比較図の一例として, せん断ス

パン比re=5.0の 各試験体に限定 して示 している. 

これらの結果より, いずれの試験体においても実測

の降伏荷重Py, 降伏変位δaは計算値のPy, δycを

上回っていることが分かる. 従って, 実験結果の降

伏後の荷重および変位は無次元化することによって

計算結果よりも過小に評価されることとなる. この

ことは, 計算結果に基づいて曲げ補強後のRC梁 の

耐力を評価する場合には, 設計的に安全側の値を与

えることを意味 している. 

 図一4の 比較図を概観すると, RC梁 の無次元荷

重一変位曲線の性状は2っ のパターンに分類される

ことが分かる. すなわち, 1)主 鉄筋降伏後, 実験

結果の分布曲線が計算結果のそれを下回 り, 計算終

局時の変位 と同程度かそれよりも小さな変位で終局

に至るケースと, 2)実 験結果の分布曲線が計算結

果の分布曲線とほぼ同一の分布性状を示し, 計算終

局時以後も変位が増大 しやがて終局に至るケース, 

である. 具体的には, せん断スパン比rsの 大小に拘

図-4 シー トを全面接着 した場合の代表的な無次元荷重一変位曲線 の比較図(A試 験体, n=7, 5, 3)

実験結果 計算結果

A1-Rn+1試 験体

A2-Rn-1試 験 体

A2-Rn-2試 験 体

A3-Rn-1試 験 体
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わらず, A1-Rn-1試 験体 とA2-Rn-2試 験体は前者

の破壊性状を, またA2-Rn-1試 験体 とA3-Rn-1

試験体は後者の性状を示している. ここで, n=3, 5, 

7で ある. これより, 配筋量やシー トによる曲げ補

強量が等 しい場合には, せん断スパン比reがAF

RPシ ー ト曲げ補強RC梁 の破壊性状に与える影響

の小さいことが分かる. 

 現象的には, 前者の場合には, 主鉄筋降伏後シー

トの局所的な剥離に起因すると考えられる剛性低下

が進行し, 計算結果の上縁 コンクリー ト圧壊前ある

いはその近傍時点でシー トが完全に剥離し終局に至

っている. 本文ではこの破壊形式を剥離型破壊形式

(以後, 単に剥離破壊型)と 呼ぶこととする. 一方, 

後者の場合には, 計算結果の上縁コンクリー ト圧壊

時にも未だ著しいシー トの剥離や梁の剛性低下がな

くかつ耐力の上昇傾向を示 している. 最終的には, 

上縁コンクリー トが過度に圧壊 した時点でシー トが

剥離し終局に至っているものと推察される. 本文で

は, このような破壊形式を前者 と区別するために曲

げ圧壊型破壊形式(以 後, 単に曲げ圧壊型)と 呼ぶ

こととする. 

(2)剥 離破壊型試験体のシー トのひずみ分布およ

 びひび割れ分布

 図一6に は, 主鉄筋降伏時から計算結果の終局時

までの変位の増加量を △δとして, 剥離破壊型を示

すA1-R7-1とA1-R3-1試 験体に関する主鉄筋降伏

時((1): 6/δ=1), 計算結果の終局時((3): δ/δ=1

+△ δ/δv, 以後計算終局時), およびそれらの中間

の変位発生時((2): δ/δy=1+0.5△ δ/δ, 以後 中

間時点)に おけるシー トのひずみ分布に関して実験

結果と計算結果を比較 して示している. 両試験体の

実測最大耐力は計算終局時((3))と ほぼ同様の変位

発生時に励起している. なお, A2-Rn-2試 験体の

実験結果では計算終局時点到達前に最大耐力値に達

していることを確認 している. 図には, 参考のため

に各時点における計算結果の梁全体の主鉄筋降伏領

域, 載荷点から主鉄筋降伏端までの距離(以 後, 単

に主鉄筋降伏範囲Ly) および実験終了後の各RC梁

側面に発生したひび割れ分布も示 している. 

 シー トの各ひずみ分布図より, 両梁 とも主鉄筋降

伏時((1))には実験結果 と計算結果のひずみ分布がほ

ぼ等しく, シー トが完全付着に近い状態にあること

表 一5 実験お よび計算結果の一覧(A試 験体)

図一5 無次元化前における荷重 一変位曲線の比較図の一例(せ ん断スパ ン比7=5.0)

実験結果 計算結果
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が分かる. 中間時点((2))では, 計算結果の主鉄筋降

伏領域が等曲げ区間より拡大していることが分かる. 

シー トのひずみ分布を見ると, 両梁とも実験結果の

等曲げ区間におけるひずみ分布が載荷点直下位置近

傍を除いて, 計算結果 と類似 していることが分かる. 

また, 載荷点近傍から主鉄筋降伏領域における実験

結果のひずみ分布が計算結果よりも若干大きな値を

示していることから, かぶりコンクリー トがブロッ

ク化 してシー トを下方に押 し込むピー リング作用

(3章4節 にて詳説)が 発揮され始めている可能性

のあることが推察される. 

 計算終局時((3))には, 両梁とも等曲げ区間のひず

み値が15, 000μ 程度に達 しているが, 実験結果, 

計算結果 ともほぼ類似の値を示 してお り, 計算結果

と同様の補強効果を発揮していることをうかがわせ

る. 一方, 等せん断力区間では, ALR7-1梁 におけ

る載荷点 と主鉄筋の降伏領域の最外点(以 後, 単に

主鉄筋降伏先端部)間 において大きなひずみ分布を

示している. これは, 後述の写真一2に 示されてい

るようにピーリング作用が顕在化しこの部分から支

点側の領域におけるシー トが下方に押し下げられ, 

局部的にシートの剥離が進行していることを暗示し

ている. この性状はA1-R3-1試 験体でより著しい. 

 ひび割れ図を見ると, いずれの梁も等曲げ区間で

は曲げひび割れが示されている. また, 等せん断力

区間では斜めひび割れが卓越 しているものの, 下縁

かぶりコンクリー トには曲げひび割れと斜めひび割

れが交叉 してブロック化している様子が示されてい

る. さらに, 載荷点と主鉄筋降伏先端部の中間領域

におけるブロック化されたコンクリー ト片は残され, 

等曲げ区間を含む内部領域のかぶ りコンクリー トが

シー トの剥離 とともに剥落 している. 計算終局時

((3))のシートのひずみ分布とひび割れ分布を比較す

ると, かぶりコンクリー トが剥落している領域の両

端近傍部において大きなひずみが励起 している. こ

れは, その近傍の剥落 したコンクリート片がピーリ

ング作用を促 していることを暗示している. 

(3)曲 げ圧壊型試験体のシ-ト のひずみ分布およ

 びひび割れ分布

 図一7に は曲げ圧壊型を示すA3-R7-1とA3-R3
-1試験体に関する図一6と 同様のひずみ分布図およ

びひび割れ分布図を示している. なお, 曲げ圧壊型

破壊の場合における実験結果は計算終局時((3))よ

りも耐力が大きいことより, 実測最大耐力の発生

時((4): δ/δ=1+△ δ/δ)にっいても示している. 

ここで, △δrは実験結果の主鉄筋降伏時から最大耐

力発生時までの変位の増加量を意味 している. 図よ

図-6 剥離破壊型試験体のシートのひずみ分布および実験終了後のひび割れ分布性状

(a)A1-R7-1試 験 体

δ/δy=1.00

δ/δy=1+0.5⊿ δ/δy=2.66

a/ay=1+aδ/δy=4.29

(b)A1-R3-1試 験 体

_δ/δy=1.00

a/ay i+0.54a/ay 2.78

d/dy=1+dd/dy=4.53

(1)主鉄筋降伏時

(2)中間時点

(3)計算結果

 の終局時

(実測最大耐力

 の発生時)

-実 験結果 -計 算結果 -計 算による主鉄筋降伏領域(数 値はLyを示す)
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り, A{レR7-1試 験体の場合には, 中間時点((2))の

みならず計算終局時((3))に おける実験結果のひず

み分布も計算結果のひずみ分布 と良 く対応しており, 

シー トは計算終局時((3))ま で計算結果と同様の補

強効果を発揮しているものと推察される. A3-R3-1

試験体の場合における実験結果も計算終局時((3))

の分布性状が図一6のA1-R3-1試 験体における中間

時点((2))と類似なものとなっていることよ り, RC

梁は未だシー トが剥離して終局に至る状態ではない

ことが分かる. また, 実測最大耐力発生時((4))には, 

図一6の 剥離破壊型RC梁 の計算終局時((3))に お

けるひずみ分布 と類似な性状を示しており, かぶり

コソクリー トのブロック化に起因するピーリング作

用が顕在化 し, シー トが著 しく下方へ押し下げられ

て剥離が進行していることを暗示している. このよ

うに, 曲げ圧壊型の場合には計算結果の終局時にお

いても著しいシー トの剥離現象が示されず, 実測最

大耐力値に到達後, 剥離破壊型の場合 と同様な現象

により終局に至るものと推察される. 

 ひび割れ分布図を見ると, A3-R7-1試 験体の場合

には主鉄筋降伏範囲が小さいことより, 図一6のA1

-R7-1試 験体の場合に比較 して斜めひび割れの発生

領域やかぶ りコンクリー トの剥落領域も小さいよう

である. また, A3-R3-1試 験体の場合には図一6の

A1-R3-1試 験体よりも主鉄筋降伏範囲が狭いものの, 

斜めひび割れ発生領域は広くかつひび割れ本数も多

い. しかしながら, 実測最大耐力発生時のシー トの

ひずみ分布は, 両梁ともかぶ りコンクリー ト剥落領

域近傍部で大きなひずみ値を示していることより, 

曲げ圧壊型の場合も剥離破壊型の場合 と同様に, こ

の領域のブロック化されたコンクリー ト片のピーリ

ング作用によってこの領域から支点側のシートが下

方に押 し下げられ, シートが剥離して終局に至るも

のと推察される. 

(4)シ ー ト剥離時のシー トのひずみ分布性状

 図一8に は, 実測最大耐力発生時からシー ト剥離

時までのひずみ分布性状を, 剥離破壊型を示すA1-

図一7 曲げ圧壊型試験体 のシー トのひずみ分布お よび実験終了後の ひび割れ分布性状

(a)A3-R7-1試 験体

δ/δy=1.00

δ/δy=1+0.5⊿ δ/δy=1.94

δ/δy=1+⊿ δ/δy=2.86

δ/δy=1+⊿ δe/δy=3.30

(b)A3-R3-1試 験体

δ/δy=1.00

δ/δy=1+0.5⊿ δ/ay=2.08

δ/δy=1+⊿ δ/δy=3.14

δ/δy=1+⊿ δe/δy=4.24

(1)主鉄筋降伏時

(2)中間時点

(3)計算結果

 の終局時

(4)実測最大耐力

 の発生時

-実 験結果 -計 算結果 -計 算による主鉄筋降伏領域 (数値はLyを 示す》
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R5-1試 験 体 お よび曲 げ圧壊 型 を示すA3-R5-1試 験

体 につ いて示 して い る-図 よ り, 両梁 ともに変位 の

増 大 に伴 い, 等せ ん断 力 区間 にお いて載荷 点 か ら支

点 側 に向 か って直線 的 に減少 してい るひず み分 布 が

徐 々に は らみ 出 し, 大 きなひず みの発 生 す る範 囲 が

支 点側 に進展 して い る こ とが分 か る, また, 最 終的

に は, シ一 トが一 支 点近傍 部(A1-R5-1試 験体 は右

側, A3-R5-1試 験体 は左 側支 点)を 除 く広 い範 囲で

コ ン ク リ一 ト面 か ら剥離 し, シ図 トに発生 して いた

引 張力 が解放 され ひずみ が ほぼ零 レベル まで低下 し

て い る. これ は, 前 述 の とお り, 載荷 点 か ら主 鉄筋

降伏 先端 部問 に形 成 され た コ ン クリー トブ ロ ックに

起 因す る ピー リング作 用 に よ って シー トの剥 離領域

が拡大 し, 最 終 的 に は一 支点近 傍部 を除 きほ ぼ完 全

剥 離 に至 る状 況 を明確 に示 して い る. この こ とよ り, 

RC梁 の曲 げ補強 シ一 トの剥離 は本 論文 で定 義 した

破 壊形 式 に拘 わ らず かぶ りコ ンク リ一 トの ブ ロッ ク

化 に起 因す る ピー リング作用 に よって発生 ・進展 す

るこ とが 明 らか とな った. 写真-2に は, 剥 離破 壊

型 を示 すA1-R7-1試 験 体, 曲 げ破 壊型 を示 すA3-

R7-1試 験 体 にお け るコ ンク リー トブ ロ ックの ピー

リング作 用 に よる シ一 トの剥 離 開始状 況 を示 して い

る. 写 真 よ り, 2～3個 の ブ ロ ック化 したかぶ りコ

ンク リー ト塊 に起 因す るピ一 リング作 用 に よ って シ

ー トが下 方 に押 し下 げ られ, シー トの剥 離 が支点 側

に向 か って進 展 して い る状 況 が確 認 で き る. 

図-8 シー トの剥離進展状況

(a)A1-R5-1試 験体(剥 離 破壊 型)

δ/δy=4.85

δ/δy=5.42

δ/δy=5.99

δ1δy=6.00

(b)A3-R5図1試 験体(曲 げ圧 壊 型)

δ/δy=4.73

δ/δy=5.38

δ/δy=5.59

δ/δY=5.65

実測最大耐力

の発生時

シー ト剥離

進展時

シー ト

剥離時

写真一2 ピー リング作用 によるシー トの剥離開始状 況

(a)A1-R7-1試 験体(剥 離 破壊 型)

支点側 載荷点側

(b)A3-R7-1試 験 体(曲 げ圧壊 型)

支点側 載荷点
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(5) シー ト剥離の発生位置および発生要因の検討

 前節までの検討において, シ一 トのひずみ分布お

よびひび割れ分布性状を基に, シー トの剥離がRC

梁の破壊形式に拘わらず載荷点から主鉄筋降伏先端

部までの領域におけるかぶりコンクリー トのブロッ

ク化に起因するピーリング作用によって発生するこ

とを推察 している. このことは, 等曲げ区間に発生

する多数の曲げひび割れやそれ, に伴 うかぶりコンク

リー ト部の著 しい損傷はシー トの剥離進展状況や終

局曲げ耐力に与える影響が小さいことを意味してい

る。本節では, このような検討結果の妥当性を検証

するため, 等曲げ区間のシ一 トを無接着状態とする

場合の実験結果を基に, 等曲げ区間のシ一 トの接着

状況がシ一 トの剥離性状や終局曲げ耐力に与える影

響について検討する. 

 図-9に は, シ一 トを全面接着としたA2-R5/R3
汁1試験体 と等曲げ区間を無接着としたA2 -R5/R3-

1-F試 験体に関する無次元荷重一変位曲線の実験お

よび計算結果の比較図を示している. なお, 等曲げ

区間をシ一 ト無接着とする場合の計算は。シ汁 ト接

着の有無に拘わらず等曲げ区間内のシ一 ト歪が変化

しないことより, シ一 ト接着時 と同一の条件で実施

す るこ と とした. 従 って, 等 曲 げ区間 に おけ る シー

ト接 着 の有無 に拘 わ らず計算 結 果 は等 しい. 図 よ り, 

せ ん断 スパ ン比7が 等 しい場 合 の実験 結果 は, 等

曲 げ区間 の シー トの接 着状 況 に拘 わ らず終 局近 傍部

を除 いて, 両 者 ほ ぼ同様 な分布性 状 を示 して い る こ

とが分 か る. 従 って, 等 曲 げ区間 の シー トの接 着状

況 が無 次元 荷重-変 位 曲線 に与 え る影響 は小 さ く, 

シ一 トの剥 離現 象 は等 曲 げ区間 の曲 げひ び割 れ に起

因 して い ない こ とが分 か る. なお, これ らの試 験体

の実験結 果 は計算 結 果 と良 く対 応 して お り。変 位 が

計 算結果 の最 大値 を上 回 った後, シー トが剥 離 す る

曲 げ圧壊 型 の性状 を示 して い る. 写真 巳3に は実 験

終 了後 にお け る シ一 ト接着 面 の状況 の比較 をA2-R3

-1とA2-R3-1-F試 験 体 にっ いて示 して い る. 写 真

よ り, 全 面接 着 の場 合 に は等 曲 げ区間 を含 む広 い領

域 でかぶ りコン ク リー トが シ一 トに付 着 した状 態 と

な って い るが, 等 曲 げ区 間 を シー ト無付 着 とす る場

合 には初期 条件 同様 等 曲 げ区間 の かぶ りコン ク リー

トは シ一 トに付 着 せず, 曲 げひび割 れの発 生 の みが

確 認 で き る.

 図-10に は, A2-R5汁1とA2-R5-1-F試 験 体 に関 し

て, 図一7と 同様 の ひず み分 布 図お よび ひび割 れ分

図-9 シ一 トを全面接着 した場合 と等曲げ区間を無接着 とした場合 の無次元荷重一変位曲線の比較図

(a)ra = 5. 0 (b)rs = 3. 1

--実 験結果

-計 算結果

写真一3 実験終了後 におけるシー ト接着面の状況の比較

(a)A2-R3-1試 験体(シ ー ト全 面接 着)

RC梁 底 面

FRPシ 一 ト

(b)A2-R3-1-F試 験体(等 曲 げ区間 シー ト無 接 着)

RC梁 底 面

FRPシ ー ト
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布図を示している. 写真一3に も示されているよう

に, 両試験体の等曲げ区間におけるシー トの接着状

況が全 く異なっているにも拘わらず, 両者のひずみ

分布は各時点でほぼ同様な性状を示している. 両者

の実験結果は計算終局時((3))ま で各々の計算結果

と良く対応 していることから, この時点においても

シートは未だ計算仮定と同様の補強効果を発揮 して

いるもの と推察される. また, 実測最大耐力発生時

((4))に おいて も両梁 とも類似 したひずみ分布性状

を示しており, 等曲げ区間に発生した曲げひび割れ

によってシー トとコンクリー トの界面ひび割れが進

展する一面せん断的な剥離現象は生じていないこと

が分かる. 

 実験終了後のひび割れ分布性状を見ると, 前掲の

写真一3で も示されているように, 全面接着のA2-

R5-1試 験体の場合には等曲げ区間におけるかぶり

コンクリー トは全てシー トの剥離 とともに剥落 して

いるが, 等曲げ区間シー ト無付着のA2-R5-1-F試 験

-体
の場合には曲げひび割れのみ発生していることが

分かる. しかしながら, 両試験体において, 1)載

荷点から主鉄筋降伏先端部までの領域におけるかぶ

りコンクリー トがブロック化されていること, 2)実

測最大耐力発生時((4))の 等せん断力区間における

載荷点近傍のシー トのひずみ分布が計算終局時のそ

れに比べて増加しかっその増加領域が支点側に拡大

していること, が確認できる. これより, 等曲げ区

間と同様, 等せん断力区間に発生 した曲げひび割れ

によってシー トとコンクリー トの界面ひび割れが両

支点方向に拡大するような剥離現象は発生せず, 上

述のブロック化されたコンクリー ト塊によるピーリ

ング作用によってシー トが押 し下げられシートの剥

離が一方向に進展 していることが分かる. 

 以上, 等曲げ区間のシー トの接着状況に拘わらず, 

無次元荷重一変位曲線, シー ト全体のひずみ分布性

状およびシー トの剥離発生状況が類似の性状を示 し

ていることより, 等曲げ区間の付着状況がシー トの

図 一10 A2-R5-1お よびA2-R5-1-Fの ひず み分 布 お よび実 験 終 了 後 の ひ び割 れ分 布 性状

(a)A2-R5-1試 験体

(シ ー ト全 面 接着)

δ/δy=1.00

δ/δy=1+0.548/ay=2.32

δ/δy=1+da/8y=3.64

δ/δy=1+eae/ay=4.62

 (b)A2-R5-1-F試 験体

(等 曲 げ区間 シー ト無 接 着)

δ/δy=1. 00

δ/δy=1+0.54δ/δy=2.32

δ/δy=1+dδ/δy=3.64

δ/δy=1+d δe/δy=4.74

(1)主鉄筋降伏時

(2)中間時点

(3)計算結果

 の終局時

(4)実測最大耐力

 の発生時

-実 験結果 -計 算結果 -計 算による主鉄筋降伏領域 (数値はLyを示す)
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剥離性状に与える影響は極めて小さく, シー トの剥

離は図ー10のひび割れ図や前節の写真ー2に 見られ

るような等せん断力区間における主鉄筋降伏範囲に

発生したコンクリー トブロックが起因となるピーリ

ング作用によって生 じることが一層明確なものとな

った. 

4. 破壊形式の推定

(1)破 壊形式に与える影響因子の検討

 3章 の1～3節 では, AFRPシ ート曲げ補強RC

梁が全面剥離する場合の破壊形式が剥離破壊型と曲

げ圧壊型に分類できることを示し, 両破壊形式では

各荷重段階におけるAFRPシ ー トのひずみ分布性

状が異なることを明らかにした. さらに, 3章 の4, 

6節 では, シー トの剥離は破壊形式に拘わらず最終

的には等せん断力区間内における主鉄筋降伏範囲に

形成されたコンクリー トブロックがシー トを押し下

げて引き剥がすピーリング作用により生 じることを

示した. また, 上記の両破壊形式のうち, 曲げ圧壊

型の場合には実測耐力が計算耐力と同程度 となるこ

とより, 断面分割法に基づいた数値計算によって最

大耐力が算定可能である. 一方, 剥離破壊型の場合

には実測耐力が計算耐力を下回り終局に至る可能性

があることから, 単純に断面分割法に基づいて補強

設計を実施することは危険側の設計になることが明

らかとなった. 従って, 合理的な曲げ補強設計法を

確立するためには, 第1にRC梁 の補強後の破壊

形式を的確に予測することが重要であるものと判断

される. 

 このような観点より, ここでは3章 の2, 3節 で

示した剥離破壊型および曲げ圧壊型の場合における

シー トのひずみ分布性状(図 一6, 7)を 参考 にし

て, A: FRPシ ー ト曲げ補強後のRC梁 の破壊形式

の推定法について検討を行う. 

 図一6の 剥離破壊型を示すA1-R7/R3-1お よび図
ー7の 曲げ圧壊型を示すA3-R7/R3-1試 験体に関す

る計算結果のシー トに発生するひずみ分布性状をせ

ん断スパン比rdが 同等の場合で比較すると, 表一

6の ように示される. 表より, 計算終局時((3))の

等せん断力区間における主鉄筋降伏範囲Lyuは 剥離

破壊型の場合が曲げ圧壊型に比較 して2倍 程度広く

示されている. 一方, 剥離破壊型の中間時点((2))

図-11 各せん断スパ ン比rsに お けるLyu/d値

黒塗り印: 剥離破壊型 白抜 き印: 曲げ圧壊型

◆A1-Rn-1(n=3, 5, 7)

● A2-Rn-2 (n=3, 4, 5, 6, 7)

▲ C-R3-0.6

■ C-R3-1.2

◇ A2-Rn-1 (n=3, 4, 5, 6, 7)

○ A3-Rn-1 (n=3, 5, 7)

▽ B-R7. 5-1. 4

□ B-R7. 5-2. 8

△ D-Rn*-0.6(n-5.5, 7.5)

☆ D-Rn-0. 6(n=5.5, 7.5)

表一6 等せん断力区間における主鉄筋降伏範囲一覧

注)(D): 剥離破壊型, (B): 曲 げ圧壊型 図一12 計算終局時 にお ける作用 曲げモーメン ト図
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におけるLyは 曲げ圧壊型の計算終局時((3))のL騨

に近い値となっている. また, 両者 ともこの時点で

は実験および計算結果のひずみ分布がほぼ対応 して

いることから, Lyが小さい場合にはシー トに対 して

ピーリング作用が未だ顕在化していないことが推察

される. 

 以上より, シー ト剥離の原因には等せん断力区間

における主鉄筋降伏範囲Lン が大きく影響 している

ことが分かる. これより, 本研究では主鉄筋降伏範

囲Ly値 を基にAFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 の破壊

形式の推定を試みることとする. なお, 本研究で用

いられているLyは 断面分割法に基づき比較的簡易

に求められる値であり, かっ断面の特性(形 状寸法, 

主鉄筋比, シー トの補強割合など)やせん断スパン

長などの変数を含んで得られる値である. 

(2)破 壊形式推定法の提案

 3章1節 の検討より, AFRPシ ー トで曲げ補強

したRC梁 の破壊性状は配筋量やシー トによる曲げ

補強量が等しい場合には, せん断スパン比rに 大

きく影響されないことが明らかになっている. しか

しながら, 破壊形式を各RC梁 の特性を表わす無次

元量で推定評価するため, 敢えて縦軸に計算終局時

の主鉄筋降伏範囲L騨 を梁の有効高さ4で 除した

L騨/4を 取り, 横軸にせん断スパン比T(=α/d)を

取って整理すると, 図一11の ように示される. 図

中, 実験結果が曲げ圧壊型である場合には白抜きの

印, 剥離破壊型である場合には黒塗 りの印で示して

いる. なお, 図にはA試 験体のほか, 断面形状を

変化させたB, C試 験体, 載荷方法(1点 載荷, 2

点載荷)と せん断スパン比を変化させたD試 験体の

結果も合わせて示している. 各試験体の破壊形式は, 

A試 験体の場合には3章1節 の無次元荷重一変位曲

線(図 一4)を 参考に, また, B, Cお よびD試 験体

の場合には後述の付録に掲載している無次元荷重-

変位曲線(付 図一1)を 参考にして, 実験結果の最

大荷重および最大荷重時の変位がともに計算値を下

回っている場合を剥離破壊型, それ以外の場合を曲

げ圧壊型 と評価 した. 

 図より, せん断スパン比 丁、が同一の場合には, 配

筋量やシー トによる曲げ補強量に依存してLyu/d値

が大きいほど剥離破壊型になる傾向にあることが分

かる. また, 破壊形式が曲げ圧壊型から剥離破壊型

に移行す るLyu/d値 はrsが 大きいほど上昇して

いる. 図中には, 破壊形式を分類するため, 両破壊

形式を2分 する原点通過の直線を示 している. 直線

はプロットされているデータを参考に上限と下限の

場合について示 している. これらの直線は, せん断

スパン比rsをa/sに 置 き換えて, 以下の ように表

すことができる. すなわち, 

Lyu/4=(0. 30～0. 35)α/d (1)

ただ し, 

2. 9<a/d<7. 5 (2)

これ よ り, 

Lyu/α=0. 30～0. 35 (3)

式(3)よ り, Lyu/α<0.30の 場合には曲げ圧壊型, 

Lyi/α>0.35の 場合には剥離破壊型を示すことが

分かる. これは, せん断スパン長 αに対する主鉄

筋降伏範囲Lyuの 割合が大きい場合にはシー ト剥離

の起因となるコンクリー トブロックの形成範囲も広

くなり, シー トの剥離が生 じやすい状況になること

を暗示している. 

 一方, AFRPシ ー トを用いて曲げ補強した断面

の降伏曲げモーメントMyお よび終局曲げモーメン

ト砥 の計算値を用いて作用曲げモーメント図を作

図一13 各RC梁 断面 におけるMly/Mu値

黒塗り印: 剥離破壊型 白抜き印: 曲げ圧壊型

61



図すると, 計算終局時のLyuと αはMyとMuと の

間で図一12の ような関係にあることが分かる. 従っ

て, 式(3)に 示されているLyu/α は, Myと 砥 を

用いて以下のように定式化可能である. すなわち, 

L3μ/α=1-Mfy/Nfu (4)

式(3), (4)よ りMy/Muを 求 め る と, 

My/Nfu=0. 65～0.7o (5)

これより, AFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 の破壊形

式は, 補強断面の降伏および終局曲げモーメントを

断面分割法に基づいて算定することによっても推定

できることが分かる. 図一13に は, 参考のため各

RC梁 断面におけるMy/Mu値 を示 している. なお, 

図中の横軸あRC梁 断面の名称は, 表一1に 示し

ている試験体名のうち断面形状を示す第 聡項目とシ

ー トの体積補強割合を示す第3項 目との組合せによ

り表わしている. 図より, My/Mu>0.70の 場合に

は曲げ圧壊型, My/Mu<0.65の 場合には剥離破壊

型として評価可能であることが分かる. 

5. まとめ

 本論文は, FRPシ ー トを用いたRC部 材の合理

的な曲げ補強設計法確立のための基礎資料を提供す

ることを目的 として, 著者らがこれまで行ってきた

AFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 の静載荷実験結果を

基に, RC梁 の耐荷性状や破壊性状を総合的に評価

検討したものである. 本研究の範囲内で得られた知

見をまとめると, 以下のとおりである. 

1)AFRPシ ー ト曲げ補強RC梁 のシー トが全面剥

 離する場合には, 実験結果が断面分割法に基づ

 いた計算終局時の変位 と同程度かそれよりも小

 さな変位でシー トが剥離 し終局に至る場合(剥

 離破壊型)と, 実験結果が計算終局時の変位を

 上回った状態でシー トが剥離 し終局に至る場合

 (曲げ圧壊型)に 分けることができる. 
2)配 筋量やシー トによる曲げ補強量が等 しい場合

 には, せん断スパン比がAFRPシ ー ト曲げ補

 強RC梁 の破壊形式に与える影響は小さい. 

3)最 終的なシー トの剥離は破壊形式に拘わらず, 

 等せん断力区間の主鉄筋降伏範囲内に形成され

 るかぶ りコンクリー ト塊がシ一 トを押し下げる

 ピーリング作用によって発生する. 

4)破 壊形式は, 断面分割法に基づいて算定される

 終局時の等せん断力区間における主鉄筋降伏範

 囲Lyuと せん断スパン長 αを用いて推定でき, 

 2.9≦ α/d≦7.5に おいて, Lyu/α<0.30の 場

 合には曲げ圧壊型, Lyu/α>0.35の 場合には

 剥離破壊型となる. また, 断面分割法によって

 算定された降伏曲げモーメントMyお よび終局

 曲げモーメントMuを 用いると, My/Mm>

 0.70の 場合には曲げ圧壊型, My/Muく0.65の

 場合には剥離破壊型 として推定可能である. 

謝辞: 本研究を行うにあたり, 室蘭工業大学建設シ

ステム工学科松岡健一教授に適切な御指導を戴いた. 

付図一1 B, Cお よびD試 験体の無次元荷重一変位曲線に関する実験および計算結果の比較図

実験結果 計算結果
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また, 当時同大学大学院建設システム工学専攻構造

力学研究室の新井茂雄君(現 青森県庁), 同大学院在

学中の一瀬将吾君および澤田純之君をはじめとする

大学院生に多大なる御支援を戴いた. ここに記 して

感謝の意を表する. 

付録

 付図一1に は, 4章2節 においてB, Cお よびD

試験体の破壊形式の特定に用いた荷重一変位曲線の

実験および計算結果の比較図を示 している. 図を参

考に, 本論文ではB, D試 験体は曲げ圧壊型, C試

験体は剥離破壊型と判定 している. なお, これら全

てのRC梁 において, 実測の降伏荷重Pyお よび

降伏変位 δ はA試 験体 と同様, 計算値のPygretyr

を上回っていることを確認している. 

参 考文 献

1)谷 木謙介, 田中常雄, 木村耕三, 小 畠克朗, 武田寿一

: 炭素繊維貼 り付 けによる鉄筋 コンクリー ト部材の補

 強に関す る研究(そ の1. 矩形試験体 による曲げ補強

 効果の検討),, 日本建築学会学術講演梗概集C, pp. 

 819-820, 1987. 

2)東 田典雅, 松田哲夫, 小畠克朗, 岡島豊行, 大野 了

: 炭素繊維 を用いたRC橋 脚 の耐震補強, 連続繊維

 補強材の コンクリー ト構造物への適用 に関す るシンポ

 ジウム講演論文報告集, pp. 39-42, 1992. 

3)日 本 コンクリー ト工学協会: 連続繊維補強 コンクリー

 ト研究委員会 報告書(II), 1998. 

4)佐 藤昌志, 西 弘明, 三上 浩, 岸 徳光: アラミ ド

 テープを巻 き付けたRC橋 脚模型の静的耐荷性状, コ

 ンクリー トエ学年次論文報告集, Vol. 18, No. 2, pp. 

 1451-1456, 1996. 

5)三 上 浩, 佐藤昌志, 谷本俊充, 松岡健一: アラミド

 テープを巻 き付けたRC橋 脚模型の靭性能 に関す る

 実験的研究, コンク リー ト工学年次論文報告集, Vol.

 18, No. 2, pp. 1457-1462, 1996. 

6)長 田光司, 大野晋也, 山口隆裕, 池田尚治: 炭素繊維

 シー トで補強 した鉄筋 コンクリー ト橋脚の耐震性瀧, 

 コンクリー ト工学論文集, 第8巻 第1号, pp. 189-202, 

 1997. 

7) Seible, F., Priestley, M. J. N., Hegemier, G. A. and 
 Innamorato, D ; Seismic Retrofit of RC Columns 
 with Continuous Carbon Fiber Jackets, Jonrnal of 
 Composites for Construction, pp. 52-62, 1997. 

8)山 田真幸, 三木千壽, 舘石和雄, 権藤健二: 段落 とし

 を有す る鉄筋 コンクリー ト柱の破壊過程 とアラミド繊

 維巻 き立て による補強効果の検討, 構造工学論文集, 

 Vol. 44A, pp. 1317-1324, 1998. 

9)土 木学会: 連続繊維 シー トを用 いた コンクリー ト構造

 物の補修補強指針, コンクリー トライブラリー101, 

 2000. 

10) Nanni, A., Bakis, E. C. and Boothby, E. T.: Exter-
 nally Bonded FRP Composites for Repair of RC Struc-

tures, Non-Metallic (FRP) Reinforcement for Con-
crete Structures, Proceedings of the Third Interna-
tional Symposium, Vol. 1, pp. 303-310, 1997. 

11)岳尾弘洋, 松下博通, 矢原輝政, 佐川康貴: CFRP

 接着工法における炭素繊維 シー ト付着耐力向上実験, 

 コンクリー ト工学年次論文報告集, Vo1. 20, No. 1, pp. 

 431-436, 1998. 

12)吉澤弘之, 呉 智深: 炭素繊維 シー ト補強によるRC

 引張部材 のひび割 れ特性に関す る研究, 土木学会論文

 集, No. 613/V-42, PP. 249-262, 1999. 

13)上原子晶久, 下村 匠, 丸山久一, 西田浩之: 連続繊

 維 シー トとコンクリー トの付着 ・剥離挙動の解析, 土

 木学会論文集, No. 634/V-45, pp. 197-208, 1999. 

14)出雲健 司, 佐伯 昇, 大沼博志: 連続繊維 シー トとコ

 ンクリー トの付着強 さの算定, 土木学会論文集, No.

 641/V-46, pp. 167-178, 2000. 

15) Bizindavyi, L. and Neale, K. W.: Transfer Lengths 
 and Bond Strengths for Composites Bonded to Conc-
 rete, Journal of Composites for Construction, pp. 153-
 160, 1999. 

16)佐藤靖彦, 浅野靖幸, 上 田多門: 炭素繊維 シー トの付

 着機構 に関す る基礎研究, 土木学会論文集, No. 648

 /V-47, pp. 71-87, 2000. 

17) Buyukozturk, 0. and Hearing, B.: Failure Behavior 
 of Precracked Concrete Beams Retrofitted with FRP, 

 Journal of Composites for Construction, pp. 138-144, 
 1998. 

18)岳尾弘洋, 松下博通, 佐川康貴, 牛込敏幸: せん断 ス

 パ ン比 を変化させた CFRP補 強梁の曲げ載荷実験, 

 コンクリー ト工学年次論文報告集, Vol. 21, No. 2, pp. 

 205-210, 1999. 

19)三上 浩, 岸 徳光, 佐藤 昌志, 栗橋祐介: FRPシ

 ー トをi接着 したRC梁 の耐荷性状 に与 える接着範囲

 の影響, コンクリー ト工学年次論文報告集, Vol. 21, 

 No. 3, pp. 1549-1554, 1999. 

20)栗橋祐介, 岸 徳光, 三上 浩, 松岡健一: RC梁 に

 おける載荷点間隔がFRPシ ー トの曲げ付着性状 に与

 える影響, コンク リー ト工学年次論文報告集, Vol. 21, 

 No. 3, pp. 1555-1560, 1999. 

21)栗橋祐介, 岸 徳光, 三上 浩, 松岡健一: RC梁 に

 接着 したFRPシ ー トの曲 げ付着特性 に与 えるシー ト

 補強量の影響, コンクリー ト工学年次論文報告集, Vol.

 22, No. 1, pp. 481-486, 2000. 

22)野 口貴文, 友澤史紀, 李 翰 承, 庄司広和: 鉄筋腐食

 をモデル化 したRC梁 における炭素繊維 シー トの曲

 げ補強効果, コンクリー ト工学年次論文報告集, Vol. 

 18, No. 1, pp. 1077-1082, 1996. 

23)篠崎裕生, 三上 浩, 加島清一郎, 樋 口 昇: アラ ミ

 ド繊維 シー トを貼 り付 けて補強 したRC梁 の曲げ耐

 荷性状, コンクリー ト工学年次論文報告集, Vol. 19, 

 No. 2, pp. 1563-1568, 1997. 

24)鹿毛忠継, 桝 田佳寛: RCは りのCFRPシ ー トによ

 る曲 げ補強効果に及ぼす浮 きの影響, コンクリー ト工

 学年次論文報告集, Vol. 20, No. 1, pp. 425-430, 1998.

25) Arduini, M. and Nanni, A.: Behavior of Precracked 
 RC Beams Strengthened with Carbon FRP Sheets, 

63



Journal of Composites for Construction, pp. 63-70, 
1997. 

26)吉澤弘之, 呉 智深: 連続繊維 シー ト補強 コンクリー

 ト引張 ・曲げ部材 のひび割れ挙動 に関す る検討, コン

 クリー トエ学年次論文報告集, Vo1. 21, No. 3, pp. 1519

 -1524, 1999. 

27)岸 徳光, 三上 浩, 佐藤昌志, 栗橋祐介: FRPシ

 ー トで曲げ補強 したRC梁 の曲 げ付着特性に関す る

 実 験 的研 究, 構造工学論文集, Vo1. 45A, pp. 1399-

 1410, 1999. 

28)岸 徳光, 三上 浩, 池田憲二, 栗橋祐介: FRPシ

 ー ト曲 げ補強RC梁 の スパン方向偏心載荷時における

 耐荷性状, 構造工学論文集, Vo1. 46A, PP. 1175-1182, 

 2000. 

29)土木学会: コンクリー ト標準示方書(平 成8年 制定)

 設計編, 1996

30)水越睦視, 明星 徹, 真鍋 隆, 小林哲也: 炭素繊維

 シー ト補強RCは りの曲 げ性状 に及ぼす シー トの接着

 状態の影響, 土木学会第50回 年次学術講演会, pp. 400

 -401, 1995. 

 (2000. 7. 19受 付)

AN EXPERIMENTAL STUDY ON LOAD-CARRYING BEHAVIOR OF

FLEXURAL STRENGTHENED RC BEAMS WITH AFRP SHEET

Norimitsu KISHI, Hiroshi MIKAMI and Yusuke KURIHASHI

In this paper, in order to establish a rational flexural strengthening method for Reinforced Concrete 

(RC) structures by using Aramid FRP sheet, load-carrying behavior of RC beams including sheet 
debonds is experimentally discussed. Results obtained from this study are as follows: 1) two types of 
failure mode on the RC beams are experimentally confirmed: sheet debonding failure type; and flexural 
compression failure type; 2) in either cases, the sheet is debonded due to a peeling action of concrete 
blocks formed near cover concrete in the shear span; and 3) these failure modes are depended upon the 

ratio of the length of main-rebar yield area in the shear span to the length of shear span. 
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